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2002年6月 エネルギー政策基本法

2014年4月 第四次エネルギー基本計画
○総合資源エネルギー調査会で審議 → 閣議決定
○原発：可能な限り低減・安全最優先の再稼働 再エネ：拡大（2割を上回る）
○3年に一度検討（必要に応じ見直し）

2015年7月 長期エネルギー需給見通し（エネルギーミックス）
○総合資源エネルギー調査会で審議 → 経産大臣決定
○原発：20-22%（震災前3割） 再エネ：22-24%（現状から倍増）
○エネルギー基本計画の検討に合わせて必要に応じ見直し

2003年10月 第一次エネルギー基本計画
2007年 3月 第二次エネルギー基本計画
2010年 6月 第三次エネルギー基本計画

2018年7月 第五次エネルギー基本計画
○2030年の計画と2050年の方向性
○2030年 ⇒ エネルギーミックスの確実な実現
○2050年 ⇒ エネルギー転換・脱炭素化への挑戦

エネルギー基本計画とエネルギーミックス①
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＜エネルギー政策の基本的視点＞
エネルギー政策の要諦は、安全性（Safety）を前提とした上で、エネルギーの安定供給
（Energy Security）を第一とし、経済効率性の向上（Economic Efficiency）による
低コストでのエネルギー供給を実現し、同時に、環境への適合（Environment）を図るた
め、最大限の取組を行うことである。

エネルギー基本計画とエネルギーミックス
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＜エネルギーミックスの位置付け＞
エネルギー基本計画を踏まえ、こうしたエネルギー政策の基本的視点である、安全性、安定供
給、経済効率性及び環境適合について達成すべき政策目標を想定した上で、政策の基本的
な方向性に基づいて施策を講じたときに実現されるであろう将来のエネルギー需給構造の見通
しであり、あるべき姿を示すものである。

エネルギー基本計画

エネルギーミックス



経済効率性（電力コスト）

自給率
(Energy Security)

現状よりも引き下げる

＜３Ｅ＋Ｓに関する政策目標＞

温室効果ガス排出量
(Environment)

欧米に遜色ない
温室効果ガス削減目標

安
全
性
が
大
前
提

安
全
性(S

afety)

震災前（約２０％）を
更に上回る概ね２５％程度

(Economic Efficiency)

エネルギーミックス（2015年7月）～３Ｅ＋Ｓの同時実現～
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一次エネルギー供給

電源構成

2010年度
（震災前）

2016年度
（現在）

2030年度
（将来）

再エネ 8％
原子力 11％

化石全体：81％
ＬＮＧ 18％
石油 40％
石炭 23％

原子力 1％ 再エネ
13～14％

原子力
11～10％

化石全体：76％
ＬＮＧ 18％
石油 33％
石炭 25％

化石全体：89％
ＬＮＧ 24％
石油 40％
石炭 25％

再エネ 10％

2010年度
（震災前）

2016年度
（現在）

2030年度
（将来）

化石

非化石 再エネ
22～24％

原子力
22～20％

再エネ 15％

原子力 25％

火力全体：65％
ＬＮＧ 29％

石油 9％
石炭 28％

火力全体：84％
ＬＮＧ 42％

石油 9％
石炭 32％

火力全体：56％
ＬＮＧ 27％
石油 3％
石炭 26％

原子力 2％

再エネ 9％

風力 1.7％

地熱
1.0～1.1％

太陽光
7.0％

ﾊﾞｲｵﾏｽ
3.7～4.6％

水力
8.8～9.2％
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出典：資源エネルギー庁発刊「電源開発の概要」、各社の「電力供給計画」をもとに作成。
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（注）10電力の合計発電量の推移。

10%

5%
1%

32%

9%

44%

6

6

我が国の電源構成の推移（供給）

(年度)

震災以降、原子力比率が低下。代替としての火力発電増加によりLNG、石油の比率が増加。

2015年度の電源構成は、LNG火力44%、石炭32%、石油等火力9%、水力10%、再エネ5%、原子力1%。



10,650億kWh程度

徹底した省エネ
1,961億kWh程度
（対策前比▲17%）

電力
9,808
億kWh

程度

電力需要 電源構成

（総発電電力量）

2030年度 2030年度2013年度
（実績）

経済成長
1.7％／年

電力
9,666
億kWh

再エネ 22～24％程度

原子力 22～20％程度

ＬＮＧ 27％程度

石炭 26％程度

石油 3％程度

2030年度の需給構造の見通し：電力需要・電源構成

地熱…0.2％
バイオマス…1.8％

風力…0.9％
太陽光…4.8％

水力…7.5％

＜参考：2016年度＞

太陽光 ７．０％程度

バイオマス
３．７～４．６％程度

地熱
1.0～1.1％程度

水力
8.8～9.2％程度

太陽光
7.0％程度

風力 1.7％程度

バイオマス
3.7～4.6％程度
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電力（CO2:5.0億→3.6億トン）

原子力 熱・産業

低コスト化
調整力・ＮＷ対策

社会的信頼
の獲得

非電力(CO2:6.5億→5.7億トン)

火力

ゼ
ロ
エ
ミ
：
17→

44
％

火
力
：
83→

56
％

非化石電源比率の達成×高効率化

徹底した省エネ
（△5,030万kl）

化石燃料 不確実性を踏まえた柔軟かつ戦略的な調達・供給

次世代
への対応

（EV/FCV）
２.0億→
1.5億トン

省エネと
ゼロエミへの布石

熱:1.3億→0.9億トン
産業:3.2億→3.3億トン

2030年エネルギーミックス実現へ向けた課題(2015年度→2030年度)

※ここでの｢熱｣は業務・家庭部門の非電力需要、｢産業｣は産業部門の非電力需要のことを指す

運輸

省エネ

再エネ

8



２．石炭火力政策について
①石炭火力の特性
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エネルギー基本計画（平成30年7月閣議決定）
化石燃料の大宗を海外からの輸入に頼る日本は、一つのエネルギー源に頼ることなくエネルギー源
の多様化が必要。特に電力供給においては、安定供給性、低コスト、環境適合等をバランス良く実
現出来る供給構造が必要。

第２章 ２０３０年に向けた基本的な方針と政策対応
第１節 基本的な方針 ３．一次エネルギー構造における各エネルギー源の位置づけと政策の基本的な方向
（３）石炭
①位置付け

温室効果ガスの排出量が大きいという問題があるが、地政学的リスクが化石燃料の中で最も低く、熱量当たりの単
価も化石燃料の中で最も安いことから、現状において安定供給性や経済性に優れた重要なベースロード電源の燃料と
して評価されているが、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、適切に出力調整を行う必要性が高まると見込まれ
る。今後、高効率化・次世代化を推進するとともに、よりクリーンなガス利用へのシフトと非効率石炭のフェードア
ウトに取り組むなど、長期を展望した環境負荷の低減を見据えつつ活用していくエネルギー源である。
②政策の方向性

利用可能な最新技術の導入による新陳代謝を促進することに加え、発電効率を大きく向上し、発電量当たりの温室
効果ガス排出量を抜本的に下げるための技術等（ＩＧＣＣ、ＣＣＵＳなど）の開発を更に進める。

パリ協定を踏まえ、世界の脱炭素化をリードしていくため、相手国のニーズに応じ、再生可能エネルギーや水素等
も含め、ＣＯ２排出削減に資するあらゆる選択肢を相手国に提案し、「低炭素型インフラ輸出」を積極的に推進す
る。その中で、エネルギー安全保障及び経済性の観点から石炭をエネルギー源として選択せざるを得ないような国に
限り、相手国から、我が国の高効率石炭火力発電への要請があった場合には、ＯＥＣＤルールも踏まえつつ、相手国
のエネルギー政策や気候変動対策と整合的な形で、原則、世界最新鋭である超々臨界圧（ＵＳＣ）以上の発電設備に
ついて導入を支援する。
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第２節 ２０３０年に向けた政策対応 １．資源確保の推進
（１）化石燃料の自主開発の促進と強靭な産業体制の確立

（略）
石油・天然ガス・石炭の安定供給に向け、上流権益の確保に、継続的に取り組んでいくとともに、諸外国との競争

に負けない、強靱な産業体制を確立していくことが必要である。このため、石油・天然ガスの自主開発比率（２０１
６年度は２７％）を２０３０年に４０％以上に引き上げること、石炭の自主開発比率（２０１６年度は６１％）は２
０３０年に６０％を維持することを目指す。
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石炭の位置付け（低価格、安定供給性）

• 他の化石燃料に比べ、可採年数が長く、賦存地域も分散していて安定供給性が高い。

• 石炭は、原油、LNGに比べ価格は低位で安定（CIFベースで原油やLNGの約1/2～1/3
の価格）。このため、石炭火力の発電コストは、LNG火力に比べ燃料費で優位。

• 石炭は単位当たりのCO2発生量が、他の化石燃料に比べ多いことから、クリーンな利
用が求められる。

出典：日本エネルギー経済研究所

燃料価格（CIF）の推移

出典：BP統計2017

地域別資源埋蔵量

ＣＩＦ価格（2018年5月現在）
原 油：5.30円/1000kcal
Ｌ Ｎ Ｇ：4.20円/1000kcal
一般炭：2.03円/1000kcal

22.8%
6.0%

13.3%

1.2%

4.1%

19.2%

28.3%

30.4%

9.5%

0.1%

42.5%
47.7%

1.2%

7.6%
7.5%

46.5%

9.4% 2.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

石炭 天然ガス 石油

北米 中南米

欧州、ユーラシア 中東

アフリカ アジア大洋州

51年 53 年

153 年
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50
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200

石油 天然ガス 石炭

（年）

1.7兆
バレル

186.6
兆m3

1兆1393億t

（円/千kcal）

可採年数
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日本の化石燃料の輸入先および中東依存度

• 石炭は他の燃料と比べて中東依存度が低く、供給先の政情が安定していることが特徴。一方、
LNGの供給源は多角化しているが、企業によっては中東に高く依存する。

• 輸入国の違いは輸送ルートの違いであり、燃料の多様化はリスク分散によるエネルギー供給安
定性を向上させる。
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原油（2017年）

天然ガス（2017年）

出典：貿易統計

ホルムズ海峡

石炭（2017年）

中東依存度 0%
（ホルムズ依存度 0%）

【企業別中東依存度】
中部電力約41.8％
東京電力約26.9％（2014）

ガス会社 約2～5％程度

（出典）各社HPより試算

オーストラリア
73%

インドネシア
12%

ロシア
10%

アメリカ
2%

カナダ
2%

中国
1%

その他
0%

一般炭輸入量
約1億1,440万トン

サウジアラビア
40.2%

UAE
24.2%

カタール
7.3%

クウェート
7.1%

ロシア
5.8%

イラン
5.5%

イラク
1.7%

メキシコ
1.4%

インドネシア
1.2%

オマーン
1.0%

米国
0.9%

その他
3.9%

原油輸入量
約322万B/D

中東依存度 86.9%
（ホルムズ依存度 85.9%）

豪州
30.7%

マレーシア
17.7%カタール

12.1%

ロシア
8.7%

インドネシア
7.8%

UAE
5.6%

パプアニューギニア
5.1%

ブルネイ
4.5%

オマーン
3.3%

ナイジェリア
1.8%

米国
1.1% その他

1.6%

LNG輸入量
（2017年）

約8,360万トン

中東依存度 21.0%
（ホルムズ依存度 17.7%）



２．石炭火力政策について
②環境負荷低減に向けた取組み
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○省エネ法によるルール整備
・発電事業者に火力発電の高効率化を求める
-新設時の設備単位での効率基準を設定

(石炭:USC並, LNG:コンバインドサイクル並)
-既設含めた事業者単位の効率基準を設定

(エネルギーミックスと整合的な発電効率)

0.37kg-CO2/kWh(2030年度)というエネルギーミックスと整合的な目標を設定（販売電力の99%超をカバー）
①【電気事業者の自主的な枠組】

○エネルギー供給構造高度化法によるルール整備
・小売事業者に低炭素な電源の調達を求める

-全小売事業者
-2030年度に非化石電源44%
（省エネ法とあわせて0.37kg-CO2/kWh相当）

-非化石電源比率に加え、CO2も報告対象に含める
-共同での目標達成

自由化と整合的なエネルギー市場設計：小売営業ガイドライン等
【支える仕組み】（市場設計）

排出係数0.37kg-CO2/kWh(2030年度)の達成を実現

③【支える仕組み】（小売段階）②【支える仕組み】 （発電段階）

「電気事業低炭素社会協議会」を創設 → 個社の実施状況を毎年確認し、必要に応じ個社の計画を見直し

実績を踏まえ、経産大臣が、指導・助言、勧告、命令。［実効性と透明性を確保］

新たなフォローアップの仕組みの創設

エネルギーミックス実現に向けた火力発電の高効率化
• エネルギーミックス実現のためには、石炭火力、LNG火力を含めた火力発電

全体の高効率化が必要。そのため、技術開発の加速化、電力業界の自主的枠
組み、省エネ法・高度化法のルール整備の３つの対策により、効率の悪い発
電設備の稼働を抑制し、高効率な設備の導入を促進する。
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技術開発の必要性（開発方針の策定）

• 経済産業省では産学官の有識者からなる協議会を設置し、次世代火力発電技
術を早期に技術確立・実用化するための方策を議論し、平成28年6月に「次
世代火力発電に係る技術ロードマップ」を取りまとめ、次世代火力発電技術
の開発目標・方向性等の道筋を明らかにした。
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火力発電技術のCO2削減効果

• 日本のCO2排出量の4割程度は火力発電由来のCO2となっている。仮に、石
炭火力の効率が平均1％向上した場合、年間約660万tのCO2が削減される。

• また、LNG火力においても、効率が平均1％向上した場合、年間約400万tの
CO2が削減される。

▲1300万t

効率向上におけるCO2削減ポテンシャル

（万t-CO2)

▲4600万t

▲8300万t

▲2600万t

▲4000万t

（万t-CO2)
石炭火力 LNG火力

※老朽化した石炭火力発電とは、50万kW（稼働率70％）の亜臨界圧微粉炭火力発電。老朽化したLNG火力発電とは、50万kW（稼働率70％）の汽力発電。

▲3500万t

38％ 40％ 46％ 55％
(+2%) (+8%) (+17%) 45％ 52％ 55％ 57％

(+7%) (+10%) (+12%)
発電効率
送電端
HHV

発電効率
送電端
HHV16

日本全体に占める火力発電の
CO2排出量（2015年度実績値）

その他
655百万t
（57％）

石炭火力
263百万t

（23％）

天然ガス火力
169百万t

（15％）

石油火力等
62百万t
（5％）

出典：環境省2015年度の温室効果ガス排出量（確報値）
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CO2分離・回収技術
次世代のCO2回収関連技術の開発の見通し



分 離 回 収 し たCO2 を 地 中 に
貯留する技術。

CO2の大規模処理が期待出来
るが、実操業能力の獲得や貯
留可能な地点の選定等が課題。

2020年頃のCCS技術の実用化
を目指し、研究開発・実証試
験を実施中。

火力発電所
火力発電所にCO2分離回収設備を設置することで、
最大90％超のCO2を放出せずに回収することが可能。

CO2回収（ Carbon dioxide Capture ）

分離回収したCO2

CO2利用(CCU: Carbon dioxide Capture and Utilization)CO2貯留(CCS: Carbon dioxide Capture and Storage) 

回収したCO2を利用し、石油
代替燃料や化学原料などの有
価物を生産する技術。

大量のCO2を利用するための
用途の拡大と、利益創出の
メカニズム確立、処理技術の
効率化が課題。

分離回収設備例

遮蔽層

貯留層

貯留層
CO2

CCS概念図

遮蔽層

CO2の処理・利用の取組

• 発電所から排出されるCO2を回収し、貯留または有効活用する技術（CCUS）は、火
力発電からのCO2排出量をゼロに近づける切り札となり得る。

• 2020年代後半以降、低コストなCCUS技術の確立に向けて取組を進展。
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クリーンな石炭火力発電所（磯子発電所の事例）

• J-POWERの磯子石炭火力発電所は横浜市の住宅密集地近辺に建設。石炭火力
発電所でありながら、クリーンコール技術を活用し、大気汚染物質を大幅に削減。
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Mr. Ezawa’s house
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1967～2001

2002～ 石炭火力石炭・石油・ガス火力の合成
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(1) 招聘・派遣研修

各国政府関係者等の我が国への招
聘及び各国政府に対する我が国専門
家の派遣を通じた技術交流を実施し、
我が国技術の受入れ土台を形成。ラ
イフサイクルコストでの評価の重要性
も情報発信。

高効率火力普及への課題

事業内容

(2) 情報収集・発信

国際会議やセミナーを開催し、石炭の
クリーンな利用の重要性を世界に発信
するとともに、我が国の環境に配慮し
た高効率な火力発電技術をPR。

(3) 人材育成研修

IGCCをはじめとする最先端技術導入
を検討しているユーザー国に対し
O&M研修を実施し、モノ売りだけでな
く、インフラシステム全体としての受注
を強化。

初期コストのみを重視し、環境性能や
効率を考慮しない、安かろう悪かろう
発電技術を導入しがち。

負のイメージが先行し、高性能な環境
機器導入等クリーンな石炭利用によっ
て環境への負荷（大気汚染等）を軽減
できることが知られていない。

最新技術に対する運転能力の欠如に
より、最新鋭技術の導入に及び腰。

＜事業イメージ＞
＜事業イメージ＞ ＜事業イメージ＞

日・ウクライナ石炭セミナートルコ政府関係者招聘 クリーンコールデー日本企業訪問（スリランカ） 勿来IGCC発電所研修 製造メーカーでの研修

CCfE（Clean Coal for the Earth）事業の概要

• 相手国の政府関係者等の招聘や専門家の派遣等の技術交流、高効率火力技術の重要性の情
報発信、海外の発電所ユーザーへの人材育成研修を行い、技術の環境優位性等について理解を
促進する。
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